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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑬ 

（参照）アメリカの特許における発明の着想、実施、継続の立証方法としてのラボノート

について⑤ 

ラボノートは、そのまま研究者個人が管理することは好ましくない。個人に任せれば、

安易な改ざんを助長することにもなる。そのためにも、必ず別の管理者にラボノートの保

管を依頼すべきである。もちろん研究者間の共同管理という方法もあるが、一部でも自ら

の研究結果を管理できる共同管理は、研究者によるデータの改ざんなどが起こることを完

全に否定することができない。ただし、別の管理者にラボノートを保管させれば研究の情

報を共有することになる。情報管理の徹底と責任の明確さが求められる。 

一流の研究者であれば、その自制に任せるという選択もあるのかもしれない。だが、追

い詰められれば、研究者が道を踏み外すことも想定せざるを得ない。監督機能をどのよう

に構築するかは、これはラボの考え方によって異なる。しかし、研究者を信頼すればこそ、

安寧に研究に没頭できる研究者への環境だけではなく、データの改変などという甘えを許

さない厳しい環境を設定せざるを得ない。 

そして、研究者自身のモラル（倫理）として、常に自重自戒を求めることも正しいこと

である。ラボノートの作成も、研究者のモラルなくしては成り立たない。研究者の倫理教

育をいかに構築するか。能力・成果至上主義だけでは、ラボは機能しえない。STAP 細胞に

関する論文捏造問題を考えれば、改めて研究者の倫理観を問われているのではないか。確

かに、詳細な規則によって研究者の行動を管理することはできる。このような規則だけで、

ラボの統制と不正防止を出来るとは思えない。激しい研究競争の中では難しい話でもある

が、早急な成果実現への誘惑を断ち切って研究の積み重ねを善とするモラル教育が求めら

れている。 
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